
庄原市告示第 16 号 

 

 

庄原市介護人材確保事業補助金交付要綱を次のように定める。 

 

 

令和５年３月 23 日 

 

 

                        庄原市長 木 山 耕 三 

 

 

庄原市介護人材確保事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、市内の介護サービス事業所で就労している者に対し、予算の範囲

内で庄原市介護人材確保事業補助金（以下「補助金」という。）を交付し、市内におい

て不足する介護人材の確保を図るため、当該補助金の交付に関し、庄原市補助金交付

規則（平成 17 年庄原市規則第 46 号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるもの

とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

 (１) 介護サービス 介護保険法（平成９年法律第 123 号）第８条第１項に規定する

居宅サービス、同条第 14 項に規定する地域密着型サービス若しくは同条第 26 項に

規定する施設サービス、同法第８条の２第１項に規定する介護予防サービス（居宅

療養管理指導、福祉用具貸与及び特定福祉用具販売を除く。）又は同法第 115 条の

45 第１項に規定する介護予防・日常生活支援総合事業 

(２) 介護サービス事業所 介護サービスを行う事業所 

(３) 介護職員等 次のいずれかに該当する者 

ア 介護サービスでの身体介護、生活支援等、直接介護の実務に携わる者 

イ 居宅介護支援・介護予防支援業務を行う者 

(４) 正規雇用 １週間の所定労働時間が 30 時間以上であって、かつ、雇用期間の定

めのない労働契約に基づく雇用 

(５) 有資格者 介護福祉士又は介護支援専門員の資格を有する者で、介護職員等で

あるもの 

(６) 転入雇用者 本市に転入した日前３月の期間において本市の住民基本台帳に記

録されていない者で、次のいずれかに該当する者 



 ア 本市に転入した日以後１月以内に、市内で介護サービスを行う法人において介

護職員等として正規雇用された者 

 イ 本市に転入した日前１月以内に、市内で介護サービスを行う法人において介護

職員等として正規雇用された者 

(７) 新卒雇用者 学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）第１条及び第 124 条に規定

する学校を卒業した者で、当該学校を卒業した日の属する月の翌月（当該学校を卒業

した日が月の初日であるときは、その日の属する月）の初日から起算して１年を超え

る日までの間に、市内で介護サービスを行う法人（交付申請の日において雇用されて

いる法人に限る。）において介護職員等として正規雇用されたもの 

（補助金交付の対象） 

第３条 補助金の交付を受けることができる者（以下「交付対象者」という。）は、次

のいずれにも該当するものとする。 

 (１) 市内で介護サービスを行う法人に、令和４年４月１日以降に介護職員等として

正規雇用された者。ただし、当該法人に正規雇用された日前１年以内の間において、

介護職員等として正規雇用され、かつ、市内の介護サービス事業所に在籍していな

い者に限る。 

 (２) 市内で介護サービスを行う法人に、令和４年４月１日以降に介護職員等として

正規雇用された日から引き続き１年を超えて、市内の介護サービス事業所に介護職

員等として在籍し、第５条に定める交付申請の日（以下「交付申請日」という。）に

おいて、市内の介護サービス事業所に介護職員等として現に在籍していること。 

 (３) 市内の介護サービス事業所に介護職員等として在籍する期間が連続して１年を

超えた日（以下「基準日」という。）前１年間（前条第６号イに掲げる者にあっては、

転入した日から基準日までの間）、本市の住民基本台帳に記録されており、かつ、基

準日から交付申請日までの間において、本市の住民基本台帳に記録されていること。 

 (４) 庄原市職員でないこと。 

 (５) 世帯員全員が市税を滞納していないこと。 

（補助金の額等） 

第４条 補助金の額は、別表に掲げるとおりとする。 

２ 補助金の交付は、同一の交付対象者につき、１回限りとする。 

（交付申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、庄原市介護

人材確保事業補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて市長に提出

しなければならない。 

(１) 勤務証明書（様式第２号） 

(２) 正規雇用されていることを証する書類（雇用契約書等）の写し 

(３) 有資格者であることを証する書類の写し（該当者のみ） 

(４) 学校を卒業したことを証する書類（卒業証書等）の写し（新卒雇用者のみ） 

(５) その他市長が必要と認める書類 



２ 前項に定める交付申請は、基準日から起算して３月以内又は基準日の属する市の

会計年度の３月末日のいずれか早い日までに行わなければならない。 

３ 第１項に定める申請手続については、庄原市補助金交付規則第６条第１項中「額

を決定し、交付決定通知書により当該申請者に通知するものとする。」とあるのは

「交付を決定し、及び交付額を確定する。」と読み替えてこれらの規定を適用する。 

（交付決定等） 

第６条 市長は、前条に定める申請があったときは、その内容を審査し、補助金の交付

を決定したときは庄原市介護人材確保事業補助金交付決定通知書（様式第３号）によ

り、補助金を交付しないことを決定したときは庄原市介護人材確保事業補助金不交付

決定通知書（様式第４号）により、申請者に通知するものとする。 

（補助金の請求） 

第７条 前条の規定による交付決定を受けた申請者は、補助金の交付を受けようとする

ときは、庄原市介護人材確保事業補助金交付請求書（様式第５号）により市長に請求

しなければならない。 

（その他） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

 

 

 

附 則 

 （施行期日） 

１ この告示は、令和５年４月１日から施行する。 

 （失効） 

２ この告示は、令和８年３月 31 日限り、その効力を失う。ただし、同日までに第６条

の規定により補助金の交付の決定を受けた者に係るこの要綱の規定は、同日後におい

ても、なおその効力を有する。 

 

別表（第４条関係） 

交付対象者の区分 補助金の額 

有資格者 転入雇用者又は新卒雇用者 20 万円 

上記以外の者 15 万円 

上記以外の者 転入雇用者又は新卒雇用者 10 万円 

上記以外の者 ５万円 

 


